
（様式１－１）
令和　　年　　月　　日

　広島市長　様
所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	業者コード
	６
	
	
	
	

	認定区分
	該当する区分の□に「レ」印又は■（塗潰し）をすること。

□地質調査　  □測量

□土木関係建設コンサルタント

□建築関係建設コンサルタント

□補償関係コンサルタント

	
	種　目
	

	本店所在地
	市内　　県内　　県外


公募型プロポーザル応募資格確認申請書

下記業務の公募型プロポーザルについて、応募資格を確認されたく、次のとおり添付書類を添えて申請します。

	業務名


	添付書類（提出するものの□に「レ」印又は■（塗潰し）をすること。）
　□業務実績調書及びその確認資料
　□配置予定技術者等調書及びその確認資料　　　　　　　

　□実務経歴書　

　□資本的関係・人的関係調書　　　　　　　　（必ず添付すること。）
　□広島市税の納税証明書（写し可）　　　　　（必ず添付するとともに有効期限に注意すること。）　　　　

　□消費税及び地方税の納税証明書（写し可）　（必ず添付するとともに有効期限に注意すること。）
　□設計共同体結成届等（様式１－６、１－７、１－８）（設計共同体で応募する場合。）　　　              　


	（問合せ先）

　　　　担当者：○○　○○　　　　　　　部　署：○○部○○課

　　　　電　話：（○○○）－○○○－○○○○㈹　（内線○○○○）



　　　記載漏れ等がないか簡単な確認を行い受け付けましたが、応募資格を満たしているかどうかは、審査後速やかに通知します。この受付をもって応募資格を有していることの確認を保証するものではありません。


（様式１－２）

令和　　年　　月　　日

所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　
業　務　実　績　調　書

	項　　目
	１
	２

	業

務

名

称

等
	業 務 名
	
	

	
	発注者名
	
	

	
	業務場所
	
	

	
	最終契約金額
（消費税等を除く。）
	（単体の場合）

　　　　　　　　　　円
	

	
	
	（設計共同体の場合）

全体額　　　　　　　　　　　円

当社分　　　　　　　　　　　円
	

	
	委託期間
	平成　　年　　月　　日

　　　～平成　　年　　月　　日
	

	
	受注形態
	単体又は設計共同体（出資比率　　％）
	

	業 務 内 容

※プロポーザル説明書に記載した応募資格に定める業務実績を有していることを確認できるよう、具体的に記載すること。
	
	


注１：委託期間の元号は、適宜修正して記載すること。
（様式１－３）

令和　　年　　月　　日

所在地　　　
商号又は名称　　　
代表者　　　　　　
配置予定技術者等調書
	配置予定技術者氏名
	

	保 　有 　資 　格
	技術士　（部門：　　　　）登録番号：　　　　登録年月日：

ＲＣＣＭ（部門：　　　　）登録番号：　　　　登録（更新）年月日：

その他（名称：　　　　　）登録番号：　　　　取得（登録）年月日：

（名称：　　　　　）登録番号：　　　　取得（登録）年月日：

（名称：　　　　　）登録番号：　　　　取得（登録）年月日：

	　業　　務　　経　　歴　
	項　　　目
	１
	２

	
	業務名
	
	

	
	発注者名
	
	

	
	業務場所
	
	

	
	委託期間
	
	

	
	業務内容
	
	

	手持ち業務の状況
	手持ち業務件数　　　　　　　　　件（入札日現在）


（様式１－４）

実　務　経　歴　書

	技術者氏名
	
	生年月日
	昭和　　年　　月　　日

	最終学歴
	　　　　　　　学校　　　　　　　　　学部　　　　　　　学科

 年　　　　 月卒業

	職　　歴
	平成　　　年　　　 月入社

	職名（従事した立場）
	実務経験内容
	実務経験期間
	経験年数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　　計
	　　　　　　　　年　　　　 月


注１　この様式は、配置予定技術者調書を提出する場合において、実務経験による技術者の場合のみ提出すること。

注２　最終学歴欄は、必要な実務経験の年数を確認するものであるため、最終学歴の学校名、学科名、卒業年月日を記載すること。

注３　実務経験内容の業務は必要な経験年数の期間全てについて記載すること。

注４　同種目の業務で実務経験期間が重複している場合は、経験年数を重ねて計上しないよう注意すること。

　　（例）　土木コンサルタント業務の「下水道」に関する業務の実務経験が、Ａ業務（平成２０年５月から平成２０年９月までのもの）と、Ｂ業務（平成２０年８月から平成２０年１２月までのもの）とがある場合

Ａ業務（経験年数　５か月）、Ｂ業務（経験年数　３か月）

注５　経験日数が１か月に満たない場合には切り捨てること。

　　（例）　平成２０年５月１０日～平成２０年７月１５日の場合　⇒　実務経験期間　平成２０年５月～平成２０年６月

経験年数　２か月

注６　記入欄がたりないときは、適宜記入欄を追加して用いること。なお、別紙となる場合は、左上をステープラーで綴じこみ、別紙にも技術者氏名及び生年月日を記載すること。

注７　元号は、適宜修正して記載すること。

（様式１－５）
資本的関係・人的関係調書
令和　　年　　月　　日

　当社と資本的関係及び人的関係等のある者は、次のとおり相違ありません。

　※　記載の対象は、広島市建設コンサルタント業務等競争入札参加資格者又は広島市建設工事競争入札参加資格者として認定されている者です。
１　資本的関係に関する事項
　①　会社法第２条第４号の２の規定による親会社等
	商号又は名称
	○○建設株式会社

	
	


　②　会社法第２条第３号の２の規定による子会社等
	商号又は名称
	該当なし

	
	


　③　①に記載した親会社等の他の子会社等（自社を除く。）
	商号又は名称
	該当なし

	
	


　　（注） 親会社等は、持株会社等も記載の対象となります。
２　人的関係に関する事項
　①　役員等の兼任の状況（代表権を有する者が同一である会社等についても記載。）
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	代表取締役
	○○　○○
	△△建設コンサルタント株式会社
	取締役

	
	
	
	


　②　役員等が夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社等
	当社の役員等
	夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社等及び役職等

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職、氏名及び続柄

	該当なし
	
	
	

	
	
	
	


　　※　「親会社等」とは、会社法第２条第４号の２の規定による親会社等をいう。
　　※　「子会社等」とは、会社法第２条第３号の２の規定による子会社等をいう。
　　※　「会社等」とは、株式会社（特例有限会社を含む）、合名会社、合資会社、合同会社、組合、共同企業体、設計共同体又は個人事業主をいう。

　　※　「役員等」とは、次の者をいう。
	・　株式会社（特例有限会社を含む）の取締役（社外取締役を含む。ただし、指名委員会等設置会社の取締役を除く。）
・　持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の業務を執行する社員

・　組合の理事又はこれらに準ずる者

・　会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人
・　指名委員会等設置会社における執行役


　　※　取締役には、非常勤を含む。
　　※　監査役、会計参与、執行役員は該当しない。
　　※　「夫婦」は法律上のものに限る。
　　※　「親子」は、民法上の規定による実子のほか、普通養子及び特別養子の関係にあるものをいう。
　　※　「兄弟姉妹」は、血族関係にあるものをいい、姻族関係にあるもの（配偶者の兄弟姉妹）は含まない。
（様式１－５）

３　複合的関係に関する事項
　①　上記の１及び２が複合した関係にある会社等
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


４　その他（上記の１、２又は３と同視しうる関係があると認められる場合）
　①　本店、支店等の営業所の所在地が同一場所にあり入札の適正さが阻害されると認められる会社等
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


　②　社員が他の会社等の事務や営業にかかわっており入札の適正さが阻害されると認められる会社等
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


　③　その他入札の適正さが阻害されると認められる会社等（組合とその構成員、若しくは共同企業体又は設計共同体とその構成員など。）
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


　　※　１資本的関係及び２人的関係については、形式的に判断できる関係であるが、実質的にこれらと同視しうるプロポーザルの適正な実施が阻害される関係がある場合も、同一のプロポーザルに応募することについては、公正なプロポーザルの実施が阻害されるおそれがあるため、実効ある競争の確保の観点から応募の制限を行う。

　　　　したがって、同一プロポーザルの応募について応募意思や提案内容などを相談するなどの関係がある場合は、同一プロポーザルへの応募が制限される。

　　※　記入欄が足りないときは、適宜記入欄を追加して用いること。なお、別紙となる場合は、左上をステープラーで綴じこみ、別紙にも記名すること。
　　※　該当のない事項については、その欄に「該当なし」と記載すること。

【同一プロポーザルへの応募が制限される事例】



　　　※　上記の関係がある場合、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ社は、いずれか１者のみの応募となります。

　　　※　上記の１について、子会社等又は子会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社である場合は除く。

　　　※　上記の２について、一方の会社等の役員等が他方の会社等の管財人を兼任している場合を除いて、会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社である場合は除く。
※広島市使用欄








提出者本人確認等済（提出者：　　　　　　　広島市確認者：　　　　　　）





所在地　　　　


商号又は名称　　　


代表者　　　　　　　　





Ｅ 社





Ｄ 社





Ａ 社





２ 人的関係（役員等兼任等）





１ 親会社等が同じ子会社等





１ 親子関係等





Ｃ 社





Ｂ 社





２ 人的関係（役員等兼任等）





３ 資本的関係と人的関係の複合的関係
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